
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　　Ａ

　　　　　千円

213 820,927 159,055 311,740

人 件 費

平成20年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

20.40

職員数

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　（平成21年度末）

実 質 収 支 （参考）

区　　分

21年度 17.49

平成 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

（参考）類団平均

千円

21年度

平成

みやこ町の給与・定員管理等について

22,280 1,945,030

給与費 B/A

11,121,368

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

人　

　　　　　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

人

744,083

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円 千円 千円

1,291,722 6,064 5,970
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（例）
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（（（（５５５５））））給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況
①月例給

　　　　　　　

②特別給

　　　　　　　

２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況 状況 状況 状況 （（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
　　　　

　（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

（単位　：　円）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

給料月額

給料月額

135,600 320,600

243,700 309,200 356,400 390,100

185,800 222,900

402,500 424,600
最高号給の

353,106

388,578

395,666

361,176

22年度 - 3.95

－

331,500

325,579

- -

349,183

勧　告

支　給　月　数

3.95

月 月

年間支給月数

（参考）

国　の　年　間

６　級

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

１号給の
261,900 289,200

民間の支給 公務員の 較差

平成 月 月 月

区　　分

人事委員会の勧告

- -0.1922年度 - -

円 円 ％

（参考）

勧　告 国　の　改　定　率給　与　改　定　率

％

-0.19

福岡県

178,800 161,600

144,500

月

140,100

類似団体 385,261

-

国 41.9

43.5

43.6

みやこ町

福岡県

円

区　　分

人事委員会の勧告

（改定月数）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

（　　　-　　　％）

％

割合　　　　　　A 支給月数　　　B A-B

B A-B （改定率）

平 均 年 齢 平均給料月額

43.2

140,100

みやこ町区　　　　　分

平均給与月額

377,690

328,371

435,509

民間給与 公務員給与 較差

A

平成

国

一般行政職 大　学　卒 161,600

高　校　卒
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（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　みやこ町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（（注）平成１９年に８級制から６級制に変更している（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）。　

（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
　

高　校　卒

一般行政職

経験年数２０年

28

経験年数１０年

構成比

10.0

標準的な職務内容 職員数

9

大　学　卒

経験年数１５年

5.6

　　　　　　　　人

5

　　　　　　　　人

11

３　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

６　級
12.2

　　　　　　　　％

区　　分

区　　　　分

４　級

１　級
　　　　　　　　％

課長・参事の職務

5.6

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

31.1

35.5

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

32

係長・主査の職務

主事の職務

主査・主任の職務

主事の職務
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

課長・課長補佐・係長の職務５　級

２　級
5

255,411

218,333

　平成２２年４月１日現在、人事評価を実施していないため、昇給区分の差は設けなかった。なお、平成２２年１１月から人事

評価制度導入に向けた試行が始まっており、将来的には勤務成績を昇給に反映させることも検討している。

296,667

276,000

359,900

330,440

１級
10.0%

１級
5.5%

２級
5.6% ２級

6.6% ２級
4.1%

３級
35.5% ３級

29.8%

３級
10.2%

４級
31.1%

４級
34.3%

４級
16.9%

５級
5.6% ５級

9.9%

５級
15.4%

６級
12.2%

６級
13.8%

６級
27.2%

７級
10.8%

８級
15.4%
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５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（平成２１年度支給割合） （平成２１年度支給割合） （平成２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 　5～15% ・役職加算 　5～20% ・役職加算 　5～20%

・管理職加算 10～25% ・管理職加算 10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
　

（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2% ～ 20%加算） （2% ～ 20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

※個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人または２人の場合は、個人情報が特定されるためアスタリスク(*)を使用している。

 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当

（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

勉手当に反映させることも検討している。

１人当たり平均支給額（平成２１年度）

531

530,772

59.28

みやこ町 福岡県

―
1,672

国の制度（支給率）

国

１人当たり平均支給額（平成２１年度）

1,536

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給実績（２１年度決算）

国み　や　こ　町

59.28

30.55

医師

支給対象地域 支給対象職員数支給率

111

*

準の支給を行った。なお、平成２２年１１月から人事評価制度導入に向けた試行が始まっており、将来的には勤務実績を勤

25,973

　人事評価を実施していないため、業績評価等の勤務実績の反映は行っていない。支給の要件を満たしていれば、一律標

2.75

1.50

1.40

0.70

1.40

0.70

2.75

1.50

2.75

1.50

1.40

0.70

59.28

23.50

33.50

47.50

23.50

33.50

47.50

41.34

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28
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 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

3

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

手当の名称

感染症防疫作業に従事する
職員の特殊勤務手当

行旅病人及び行旅死亡人取
扱法により従事する職員の特
殊勤務手当

へき地診療所の業務に従事
する職員の特殊勤務手当

行旅病人　　 　　　１件　　１，０００円
行旅死亡人　　　　１件 　 １，５００円

１箇月　　　　　　　　　　　　２，０００円

左記職員に対する支給単価

ペスト、コレラ、痘瘡の防疫作業
　　　　　　　　　　　１日　　１，５００円
ペスト、コレラ、痘瘡を除く法定感染症
の防疫作業
　　　　　　　　　　　１日　　１，０００円
その他感染症防疫及び予防作業
              　　　　１日　　　　５００円

24

24,000

0.4

支給実績（２１年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度）

手当の種類（手当数）

142職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

27,736

130

30,175

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

感染症防疫作業に従事する職員

行旅病人及び行旅死亡人取
扱法第２条及び第８条の規定
により従事する職員

みやこ町へき地診療所に勤務
する医師

感染症の防疫作業及び予防
作業

行旅病人の救護及び行旅死
亡人の死体の処理業務

エックス線その他放射線を人
体に照射業務

5



（（（（6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

・配偶者 13,000円

・配偶者以外

　・1人につき 6,500円

　・1人(配偶者なし） 11,000円

※ 職員が所有する住宅に係る住居手当については、平成21年12月1日から廃止となった。

支給職員１人当たり

無

国の制度と
異なる内容

国の制度
手　当　名

扶養手当 同

　家賃額－12,000円

内容及び支給単価 平均支給年額
との異同 （国） （２１年度決算） （２１年度決算）

23,594千円 245,771円

・16歳になる年度初めから22歳になっ
　た年度末までの子の加算　　5,000円

住居手当

ア）　自らが居住するための住宅を借り
　受け現に当該住宅に居住し、月額
　12,000円を超える家賃を支払って
　いる職員

同 無 8,039千円 206,128円
・家賃23000円以下

・家賃23,000円を超え55,000円未満

（家賃－23,000円）×1/2＋11,000円

・家賃55,000円以上　　　　　　27,000円

イ）職員が所有する住宅で新築、購入
　から5年間　　　　　　　　　　　2,500円

59,346円5ｋｍ未満
5～10ｋｍ
10～15ｋｍ
15～20ｋｍ
20～25ｋｍ
25～30ｋｍ
30～35ｋｍ
35～40ｋｍ
40～45ｋｍ
45～50ｋｍ
50～55ｋｍ
55～60ｋｍ
60ｋｍ

2,000円
4,100円
6,500円
8,900円

11,300円
13,700円
16,100円
18,500円
20,900円
21,800円
22,700円
23,600円
24,500円

通勤手当

ア）　通勤のための交通機関等の利用
を常例とすること、運賃等の負担を常例
とすること徒歩により通勤すものとした
場合の通勤距離が片道２㎞以上である
こと
　運賃相当額が55,000円以下について
は運賃相当額
イ）通勤のための自動車等の使用等を
常例とすること、徒歩により通勤するも
のとした場合の通勤距離が片道2㎞以
上であること

同 無

管理職手当

職名
課長・局長
参　　　事

課長補佐・保育所長

支給割合
 11/100
 10/100
  9/100

10,801千円

休日勤務手当
　休日における正規の勤務時間中に勤
務することを命ぜられた職員に対して
支給される

同 無

23,950千円異

-

544,318円

- -

管理職特別
勤務手当

管理職手当を支給される職員が、臨時
又は緊急の必要その他の公務の運営
の必要により勤務を要しない日又は休
日等に勤務した場合
勤務１回につき４，０００円
６時間を越える場合は、
勤務１回につき６，０００円

同 無 -

支給実績

支給率

6



６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
786,000×在職年数×510/100 任期毎
620,000×在職年数×300/100 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況
（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

[       249      ］ [    　　    ］

218 -20

23 -8

786,000

22

-13

3 3

1

0

328,000

6 06

0 0 0
6 0

＜参考＞

0
-1 　退職による減21

平成２２年

2.75

平成２１年
対前年
増減数

16,034,400円
7,440,000円

　　（２１年度支給割合）

主 な 増 減 理 由

273,000

246,000

620,000

職 員 数

3

退
職
手
当

副 町 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

収 入 役
備　　　　考

　　（２１年度支給割合）

一
般
行
政
部
門

衛　　 生

町 長

  給食センターの職員減、退職による減

期
末
手
当

議 長

収 入 役

2.75

町 長

副 町 長

収 入 役

議 長

報

酬

区 分 給 料 月 額 等

給

料

499,000 227,000

（参考）類似団体における最高／最低額

386,000911,000

750,000 441,000

町 長

400,000 157,000

　退職による減

24 25

3

16 15 -1 　退職による減

182,000430,000

農林水産 13 12 -1

議 員

副 町 長

副 議 長
議 員

副 議 長

35 -4 　退職による減
税　　 務 18 18 0
民　　 生 39

76.30

50.87

-21

31

214 193

183 170

97.85

1

＜参考＞

＜参考＞

86.62

68.27

小　計

商　 　工
土　 　木

議 　  会

合　　計

水道
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

病院

下水道

小　計

[       249      ］

12

6

238

13

総   　務 69 63 -6 　退職による減
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（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333))))職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

年度

部門別

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

218262 260 249

40

0

256

24

238

193

24 22 24 24 25

238 238 225 214

２０年 ２１年 ２２年

教育

１７年 １８年 １９年

一般行政

～ ～

201 202 190

37 36

総合計

消防

216

280

普通会計計

公営企業等会計計

過去５年間の

増減数（率）

（ 単位　：　人・％）

183 170

35 31 23

0 0

2180

人人

計

52歳

人

23 37

0 0 0

人

～ ～ ～

44歳 48歳 56歳 60歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

40歳20歳 20歳 24歳 28歳

59歳 以上

～

23 16

39歳 55歳43歳 47歳 51歳

23

人 人

23歳 27歳 31歳

人 人 人 人
職員数

330

人 人

7 11 13

人

32

～

0

-63

1

-62

(-21.3%)

(-42.5%)

(      )

(-24.6%)

(+ 4.2%)

(-22.1%)

-46

-17

0

5

10

15

20

25

構成比

４年前の構成比

%
（例）
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